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首都圏三環状道路ネットワークについては，時間短縮効果や経路転換による渋滞緩和効果に加え，周辺

地域での大型物流施設の立地，企業活動の活発化，工業地の地価上昇，地域経済や雇用の創出等，様々な

ストック効果の発現が期待されている．本研究では，三環状道路整備による交通サービス水準の向上が周

辺地域の経済活動に及ぼした影響を把握するために，差の差分析（Difference in Difference）を適用して統

計的因果推論を行った．圏央道を対象に，IC近傍の時間圏とそれ以外の時間圏とを比較することで，圏央

道整備前後で地価上昇の因果効果があることが統計的に示唆された． 

 

Key Words : Ringroad construction, Stock effect, Difference in Difference. 

 

 

1. 首都圏三環状道路の整備状況とストック効果 

 

(1) 整備状況と渋滞緩和効果 

首都圏三環状道路（首都圏三環状）とは，東京都心を

囲む首都高速中央環状線（中央環状），東京外かく環状

道路（外環道），首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の

3 路線からなる環状道路の総称である．既に都心と各地

方とを結んでいる放射方向の高速道路である東名高速，

中央道，関越道，東北道，常磐道，東関東道などと接続

することで，都心を通過する車両を分散させ，それに伴

う渋滞解消等を図る重要な路線である． 

近年，圏央道と外環道の未整備区間が相次いで開通し

ている．具体的には，平成 29 年 2 月に圏央道の茨城県

区間が開通し圏央道の整備率は約 90％に，また平成 30

年 6月には外環道の千葉県区間が開通し外環道の整備率

は約 60％に達するなど，ネットワーク整備が着実に進

んでいる（図 1）． 

首都圏三環状道路ネットワークの形成による直接的効

果として，都心の渋滞緩和効果が確認されている．例え

ば国土交通省等 1)によると，平成 30年 6月の外環道の千

葉県区間の開通等により，埼玉・千葉間での移動におい

て首都高経由の交通のうち約 8割が都心を迂回した外環

経由に転換するとともに，普通車の中央環状内側の首都

高（中央環状含む）の渋滞損失時間は，開通前に比べて

3割減少している（図 2）． 

 

(2) 周辺地域でのストック効果 

他方，首都圏三環状道路の周辺地域においては，首都

圏三環状道路ネットワークの形成に伴う交通転換や渋滞

緩和に加えて，大型の物流施設が立地等が進んでおり，

それに伴う工業地の地価上昇等も確認されている（図

3）．例えば国土交通省等 2)によると，平成 29年 2月に

茨城県区間が開通した圏央道においては，茨城県内の沿

線において平成 25年から平成 28年の 4年間で 79件の企

業が立地するなど，開通に合わせ企業立地が促進されて

いる．また開通後の平成 29 年の工業地の地価上昇率に

ついては，全国上位 10 地点のうち 6 地点を圏央道沿線

が占めるなど，沿線の工業地における地価の上昇が確認

されている（図 4）．また，平成 30年 6月に千葉県区間

が開通した外環道の沿線においては，10 年間で物流施

設の新規立地が 120件にも上り，工業地の地価は平成 21

年に比べて約 10％上昇している．（図 5） 

このように，首都圏三環状の各区間の開通前後におい

て，整備された社会資本が機能することによる中長期的

な効果として，企業立地や工業地の地価上昇が進むなど

企業活動の活性化がなされていることが示唆されており，
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生産の増加，雇用の増加，流通の活性化といった生産性

向上のストック効果が発現している可能性がある．それ

をより厳密に検証することにより，ストック効果のエビ

デンスの蓄積に資することが期待される． 

 

図1 三環状道路の整備状況 

 

 

図2 外環道千葉県区間の開通による渋滞緩和 

（令和元年12月 記者発表1）より） 

 

 

図3 三環状道路周辺の物流施設の立地  

 

図4 圏央道の地価上昇（平成29年11月 記者発表2）より）  

 

 

図5 外環道の地価上昇（令和元年12月 記者発表1）より）  

 

(3) 本研究の目的について 

本研究では，近年開通が進む首都圏三環状の整備状況

をふまえ，これまでの整備効果に加えて長期的なストッ

ク効果の把握を目的とし，首都圏三環状の整備による交

通サービスの向上と周辺地域の経済活動との相関や寄与

について，圏央道を例として，統計的因果推論の手法に

基づいて分析するものである． 

  

2. 統計的因果推論の方法について 

 

(1) 分析手法の設定 

圏央道整備により圏央道 IC 周辺に物流施設が立地し，

地価上昇が顕在化している．本研究は，この現象が統計

的に有意であるかを統計的分析手法として差の差分析

（Difference in Difference: DID）を適用し，圏央道を対象に，

圏央道整備前後で地価や物流施設等の経済指標に差があ

るか否かを統計的に検証した結果について説明する． 

 

(2) 社会経済指標の活用 

差の差分析に利用する社会経済指標として表 1のデー

2017.7時点

2016.7時点2015.7時点

2018.7時点
境古河IC～つくば中央IC
(圏央道茨城区間)開通

三郷南IC～高谷JCT
(外環道千葉区間)開通

桶川北本IC～白岡菖蒲IC
(圏央道埼玉区間)開通

東北道

関越道

常磐道

京葉道

東関東道

中央道

東名高速

外環道

三郷南IC

三郷JCT

川口JCT

大泉JCT

高谷JCT

中環内側

平成30年6月2日
開通区間

(三郷南IC～高谷JCT)

平成30年3月18日
４車線化

（板橋JCT～熊野町JCT）

平成30年2月25日
４車線化

（堀切JCT～小菅JCT）

都心経由から
外環道へ転換

開通前経路
[C2]首都高経由

凡 例

開通後経路
[C3]外環道経由

出典：日本立地総覧 2014年版,2015年
版,2016年版、及びH28年12月ま
での物流雑誌、ビジネス誌、新聞
紙等

※H24年1月以降に竣工（予定）の物流施
設を対象に作図

事業中

境古河ＩＣ

大栄ＪＣＴ

つくば中央IC

藤沢ＩＣ
釜利谷JCT

松尾横芝IC

H29.2.26開通

1～2件

3～4件

5件以上

H24年1月以降の物流施設
等の立地件数

C4

E6

C3

C2 E51

E4

E17

E1

E20

CA

H28年12月時点
立地済み（予定）

圏央道

道路

107,400 

120,100 

1.12

1.01

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

0 0

H21年 H31年

データ： H21年、H31年における地価公示（国土
交通省）の同一基準地を抽出して集計

※沿線自治体：葛飾区、三郷市、松戸市、市川市
その他自治体：1都2県（東京都・千葉県・
埼玉県）から沿線を除いた値

約12%上昇

（伸び率）地価（千円/㎡）

22

120

0

20

40

60

80

100

120

140

約5.5倍増加

(件/10年)

H12年～H21年 H22年～R1年

データ：日本立地総覧2014年版～2019年版、
新聞、雑誌等（情報はR1年6月時点）
より集計

※沿線：外環道10分圏域

外環沿線自治体の工業地地価
外環沿線自治体の伸び率（対H21比）
その他自治体の伸び率（対H21比）
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タ活用について検討を行った．本研究では，一定程度の

地点・範囲が特定され，かつ直近までのデータが存在す

るものとして，地点別の地価と物流施設数に着目した．

なお地価については工業地の地価を用いて分析を行った． 

なお，製造品出荷額等の金額指標については，元とな

る 1km2メッシュデータの最新値が古いこと，また，課

税対象所得などの市町村単位のデータでは地域が大きく，

他の要因（ノイズ）が含まれることから，今回の分析で

は活用していない． 

 

表1 分析への活用を検討した社会経済指標  

 

 

(3) 分析に用いる交通データ 

本研究では，整備による交通サービスの向上を表す指

標として，IC 近傍の時間圏域とそれ以外の地域の時間

圏域とを比較する．圏央道 IC から後背圏への時間圏域

は一般道による道路時間を算定し，圏央道開通に伴う最

寄り ICへの時間の変化を捉えることとした（図 6）． 

 

 

図6 圏央道 ICからの時間圏域 

 

(4) モデルの設定概要 

圏央道の整備前後で各地価調査地点から最寄り IC ま

での所要時間に注目し，圏央道整備により所要時間が短

縮される地域であり，かつ最寄りの IC からある時間圏

内（例えば5分圏内，20分圏内，30分圏内などを複数設

定）を処置群（Treatment）とし，短縮されていない地域

かつ ICからの最大 30分圏内を制御群（Control）と見立

てた上で，差の差分析を行った．こうした設定の頑健性

を判断するため，処置群・制御群とする時間圏域は複数

設定し，統計的有意な時間圏域を把握することとした．  

なお，差の差分析の仮定として，圏央道整備がない場

合には処置群と制御群の地価の変化が同一であるとする

「平行トレンド仮定」が必要となる． 

 

(5) 推定モデル 

圏央道整備による沿線の地価を，非沿線地域の地価と

比較する目的で，差の差分析の推定モデルを式（1）に

定式化する． 

 

𝑃𝑖𝑡 = 𝛼 + 𝛽𝑡 ∙ 𝑇 + 𝛽𝑖 ∙ 𝐼 + 𝛽𝑖𝑡 ∙ 𝑇 ∙ 𝐼   （1） 

 

ここで，𝑃𝑖𝑡：地点 iの時点 tにおける地価，𝑇：圏央道

の整備前後ダミー（整備前は𝑇＝0，整備後は𝑇=1），

𝐼：圏央道近傍か否かの treatment ダミー変数（圏央道の

ICから x分圏内であれば𝐼 = 1，x分圏外であれば𝐼 = 0）

である．ここで x分圏は，10分圏，20分圏，30分圏の 3

パターンを設定する．また，𝛼, 𝛽はパラメータである． 

圏央道非沿線地域（I=0）の整備前（T=0）の地価水準

は式（1）に各変数を代入して𝑃00 = 𝛼となり，非沿線

地域（I=0）の整備後（T=1）の地価水準は𝑃01 = 𝛼 + 𝛽𝑡

となる．従って，圏央道非沿線地域の地価変化額は𝛽𝑡で

ある．一方，圏央道沿線地域（I=1）の整備前（T=0）の

地価水準は𝑃10 = 𝛼 + 𝛽𝑖となり，沿線地域（I=1）の整備

後（T=1）の地価水準は𝑃11 = 𝛼 + 𝛽𝑡 + 𝛽𝑖 + 𝛽𝑖𝑡となる．

従って，圏央道沿線地域の地価変化額は𝛽𝑡 + 𝛽𝑖𝑡である．

以上より，圏央道沿線地域の地価変化額と非沿線地域の

地価変化額の差は𝛽𝑖𝑡となり，式（1）の交差項パラメー

タ𝛽𝑖𝑡が圏央道整備による沿線地域への波及効果であり，

本分析で注目する因果効果となる． 

 

3. 差の差分析の適用結果 

 

(1) 統計的手法による推定結果 

ここでは，2．で紹介した手法により分析した結果の

うち，因果効果が統計的に有意として推定された圏央道

の神奈川県区間IC（2014年供用）と埼玉県区間IC（2017

年供用）について，整備前後のダミー変数および圏央道

か否かの処置ダミーについて，あらゆる設定の組み合わ

せで推定した結果のうち，統計的に有意な結果のみを示

した上で考察する． 

 

指標 時点 地域単位 出典

1.地価 毎年 地点別 地価公示

2.物流施設 毎年 地点別 日本立地総覧

3.従業者数、事業所数
（運輸業・倉庫業）

H26
H24
H21

1km2メッシュ 経済センサス

4.製造品出荷額
H22
H15
H12

1km2メッシュ 工業統計

5.就業者数・人口
H27
H22

1km2メッシュ 国勢調査

6.課税対象所得 毎年 市区町村 市町村税課税状況等の調

7.税収 毎年 市区町村
総務省 地方財政状況調査
関係資料 市町村別決算状
況調

0 ～ 10

10 ～ 20

20 ～ 30

凡例 （分）

その他の道路

圏央道

圏央道のIC
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a) 神奈川県区間の地価への影響の推定 

2018 年の一般道の道路状況に基づき，圏央道の各 IC

から最寄り 20分圏内を分析対象とした． 

複数の組み合わせを試みた結果，処置群（treatment）

は圏央道 ICの供用前後で最寄り ICまでの所要時間が短

縮しかつ，5 分圏内の地点と設定した．制御群（control）

は，圏央道 ICの最寄り 20分圏内かつ，供用前後で最寄

り IC までの所要時間が短縮しなかった地点と設定した． 

処置効果（afterダミー）は神奈川県区間開通 1年前の

2013年以降と設定した場合に統計的有意の結果となった． 

神奈川県のみのデータで推定した場合の交差項

（treatment*after）について考察すると圏央道整備により

約 2.3 万円/m2（13%）の地価上昇が確認された．特に，

神奈川県区間の IC近傍では 7%（20.6万円/19.1万円）の

地価上昇が整備前後で見られるが，IC 近傍外では地価

が下落しており，そのトレンドからの差でみると 13%

（20.6万円/18.2万円）の地価上昇があったことが示唆さ

れた（図 7）． 

 

表 2 神奈川県区間の地価推定 

  

 
図7 圏央道整備による神奈川県区間の地価上昇効果 

 

b) 埼玉県区間の地価への影響の推定 

2018 年の一般道の道路状況に基づき，圏央道の各 IC

から最寄り 30 分圏内を分析対象とした．複数の組み合

わせを試みた結果，処置群（treatment）は，圏央道 ICの

供用前後で最寄り IC までの所要時間が短縮した地価地

点かつ，30 分圏以内と設定した．制御群（control）は，

圏央道 ICの供用前後で最寄り ICまでの所要時間が短縮

しなかった地点かつ，30 分圏以内と設定した．処置効

果（afterダミー）は神奈川県区間開通 2年前の 2015年以

降と設定した場合に統計的に有意な結果となった． 

埼玉県・茨城県のみのデータで推定した場合，交差項

（treatment*after）における t値が有意となり，圏央道整備

により約 2.5万円/m2（16%）の地価上昇が確認された． 

埼玉県区間の IC 近傍では地価が横ばいであり，一見

道路整備による地価上昇は確認できないが，IC 近傍外

では地価が下落しており，そのトレンドからの差でみる

と 16%（18.8万円/16.3万円）の地価上昇があったことが

統計的な分析結果として伺える．（図 8） 

 

表 3 埼玉県区間の地価推定 

 

 

図8 圏央道整備による埼玉県区間の地価上昇効果 

208,398

199,123

191,996

206,136

191,996

182,721

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

210,000

整備前 整備後

円/m2

圏央道ICに遠い 圏央道ICに近い 並行トレンド

23,415円/m2

整備前 整備後 変化

圏央道ICに遠い 208,398 199,123 -9,275

圏央道ICに近い 191,996 206,136 14,140

変化 -16,402 7,013 23,415

神奈川県区間の制御群は地価が下落傾向に対して、IC周辺の処置群は上昇傾向。

202,646

174,437

191,255
188,766

191,255

163,046

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

210,000

整備前 整備後

円/m2

圏央道ICに遠い 圏央道ICに近い 並行トレンド

25,719円/m2

整備前 整備後 変化

圏央道ICに遠い 202,646 174,437 -28,209

圏央道ICに近い 191,255 188,766 -2,489

変化 -11,391 14,329 25,720

埼玉県区間の制御群は地価が下落傾向に対して、IC周辺の処置群は横ばい傾向。
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(2) 考察 

ここでは，差の差分析結果の頑健性について考察する．

まず，推定に用いた地価の時間圏別，供用前後別の変化

を整理し，統計分析と類似の動きをしているかの視点で

推定に用いたデータの挙動を確認した（表 4）．次に，

複数パターンの推定結果を整理し，関係性が統計的に導

かれるか確認した（表 5）． 

推定に用いたデータを表 4で整理すると，神奈川県区

間では IC5分圏で地価が上昇し，それ以外の時間圏域で

は地価の減少がみられ，表 2の差の差分析と同一条件の

傾向を示している．これに対して埼玉県区間では IC に

近いほど下落率は下げ止まっているが，表 3の差の差分

析と同一条件の傾向とは異なっている． 

複数の時間圏の設定で推定した結果を表 5に示す．神

奈川県区間の推定では IC 近傍に近づくに連れて，地価

の統計的有意差が見られかつ係数が大きくなり，IC 供

用の意味が見られる． 

一方，埼玉県区間では IC に遠くなるにつれ統計的有

意差が見られ，雇用等の確保等の他の要因が影響してい

るものと思われる．この要因については今後さらなる検

証が必要である． 

 

表 4 神奈川県区間（上）および埼玉県区間（下）の 

整備前後の時間帯別の地価推移 

 

 
 

表 5 推定結果 神奈川県区間（上）および埼玉県区間（下） 

 

 

4. 結論 

 

(1) 本研究の成果 

本研究による圏央道整備に伴う地価の上昇について，

神奈川県区間（2014年供用 IC）の周辺では最寄り ICの

5 分圏内で局所的に発現していることが示唆された．ま

た，効果の発現の時期は，神奈川県区間供用の 1 年前

（2013年）であり，約 2.3万円/m2（13%）の因果効果が

あることが統計的に示唆された．さらに，埼玉県区間

（2017年供用 IC）の周辺では効果は最寄り IC30分圏内

の地価変化地点でみられ，広域的に発現していることが

伺える．そしてその因果効果は，供用 2年前（2015年）

から顕在化し約 2.5 万円/m2（16%）であることが示唆さ

れた． 

 

(2) 今後の展開 

地価上昇以外にも，物流施設立地件数の増加，工場立

地件数の増加，観光地毎の観光入込客数の増加などの

様々なアウトカム指標に対して，地点個別毎のミクロデ

ータを用いた統計的検証を行うことが考えられる．また，

地価上昇の影響を受けて，固定資産税収の増加や地価上

昇の指標で捉える圏央道 IC 整備の便益の推定も行うこ

とが可能になると期待される． 
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神奈川県区間：推定結果と同様、IC5分以内の地
価サンプルで供用前後で地価の高い伸びを示す。

相模原愛川

ICから地価

地点までの

所要時間

供用前平

均地価

(2012年ま

で)

供用後平

均地価

（2013年

以降）

供用前サ

ンプル数

(2012年ま

で)

供用後サ

ンプル数

（2013年

以降）

平均地価

伸び率%

～5分 96,538 102,500 24 22 6.2%

～10分 117,354 102,388 120 74 -12.8%

～15分 101,122 92,931 274 170 -8.1%

～20分 94,843 92,908 510 223 -2.0%

～30分 98,135 99,578 616 288 1.5%

五霞ICから

地価地点ま

での所要時

間

供用前平

均地価

(2014年ま

で)

供用後平

均地価

（2015年

以降）

供用前サ

ンプル数

(2014年ま

で)

供用後サ

ンプル数

（2015年

以降）

平均地価

伸び率%

～5分 42,985 30,200 20 4 -29.7%

～10分 53,075 37,417 187 12 -29.5%

～15分 56,260 37,897 310 29 -32.6%

～20分 58,964 37,183 395 30 -36.9%

～30分 65,275 45,588 781 64 -30.2%

埼玉県区間：IC30分以内の地価サンプルで供用
前後で地価の一律減少を示す。

顕著に
上昇

下げ止まりが
見られる？

神奈川県区間：推定結果と同様、IC5分以内の地
価サンプルで供用前後で地価の高い伸びを示す。

相模原愛川

ICから地価

地点までの

所要時間

供用前平

均地価

(2012年ま

で)

供用後平

均地価

（2013年

以降）

供用前サ

ンプル数

(2012年ま

で)

供用後サ

ンプル数

（2013年

以降）

平均地価

伸び率%

～5分 96,538 102,500 24 22 6.2%

～10分 117,354 102,388 120 74 -12.8%

～15分 101,122 92,931 274 170 -8.1%

～20分 94,843 92,908 510 223 -2.0%

～30分 98,135 99,578 616 288 1.5%

五霞ICから

地価地点ま

での所要時

間

供用前平

均地価

(2014年ま

で)

供用後平

均地価

（2015年

以降）

供用前サ

ンプル数

(2014年ま

で)

供用後サ

ンプル数

（2015年

以降）

平均地価

伸び率%

～5分 42,985 30,200 20 4 -29.7%

～10分 53,075 37,417 187 12 -29.5%

～15分 56,260 37,897 310 29 -32.6%

～20分 58,964 37,183 395 30 -36.9%

～30分 65,275 45,588 781 64 -30.2%

埼玉県区間：IC30分以内の地価サンプルで供用
前後で地価の一律減少を示す。

顕著に
上昇

下げ止まりが
見られる？

*p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01

埼玉県区間（30分圏内を対象に、処置群が以下の時間内の場合）

*p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01

神奈川県区間（20分圏内を対象に、処置群が以下の時間圏の場合）

神奈川県区間（各時間圏内で、処置群もその時間圏の場合）

分析対象のICからの時間圏内 15分 20分 30分

ICからの時間圏内 15分 20分 30分

交差項(円/㎡) 16,800* 3,014 446

ICからの時間圏内 10分 20分 30分

交差項(円/㎡) 1,400 15,498* 25,720***

ICからの時間圏内 5分 10分 15分 20分

交差項(円/㎡) 23,415*** 9,822* 10,316** 3,014

有意

有意

有意

*p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01

埼玉県区間（30分圏内を対象に、処置群が以下の時間内の場合）

*p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01

神奈川県区間（20分圏内を対象に、処置群が以下の時間圏の場合）

神奈川県区間（各時間圏内で、処置群もその時間圏の場合）

分析対象のICからの時間圏内 15分 20分 30分

ICからの時間圏内 15分 20分 30分

交差項(円/㎡) 16,800* 3,014 446

ICからの時間圏内 10分 20分 30分

交差項(円/㎡) 1,400 15,498* 25,720***

ICからの時間圏内 5分 10分 15分 20分

交差項(円/㎡) 23,415*** 9,822* 10,316** 3,014

有意

有意

有意
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STATISTICAL CAUSAL ANALYSIS OF STOCK EFFECTS DUE TO THE THREE RING ROADS 

DEVELOPMENT IN THE TOKYO METROPOLITAN AREA 

 

Kenichi DAIGO, Seiichi HINO and Daisuke FUKUDA 

 

The development of the three ring roads in Tokyo Metropolitan Area (Tokyo, Japan) has produced a variety of stock effects, such as increase in 

large logistics facilities in surrounding areas, corporate activity, and land prices in industrial areas, and creation of local economy and employment, 

in addition to reduced travel time and traffic congestion by diverting the traffic. In this study, we applied the Difference in Difference (DID) as a 

statistical method to examine the correlation between the improvement of traffic service and economic activity in surrounding areas by the devel-

opment of three ring roads. A case study of statistical analysis for Metropolitan Inter-City Expressway (Ken-o-do) by comparing economic indi-

cators such as land prices and logistics facilities, etc., between areas around ICs within certain driving time and other areas, before and after the 

development of the expressway, will be presented. 
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